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公募型プロポーザル方式業務提案募集 

 

以下のとおり公告する。 

 

令和 7 年 7 月 22 日  沖縄県知事  玉城 康裕      

 

 

   

 沖縄県総務部管財課の業務について公募型プロポーザル方式業務委託(以下「本プロポー

ザル」という。)を実施しますので、参加を希望する者は下記要領により参加申請書等を提

出してください。 

 

 

第１ 公募型プロポーザルに付する事項 

1. 対象業務 

(１) 県有施設照明 LED 化業務（R7）その１（以下、「業務その１」という） 

(２) 県有施設照明 LED 化業務（R7）その２（以下、「業務その２」という） 

(３) 県有施設照明 LED 化業務（R7）その 3（以下、「業務その 3」という） 

2. 対象施設 

(１) 業務その１：県有施設 12 施設 （別紙１） 

(２) 業務その２：県有施設 18 施設   (別紙２) 

(３) 業務その 3：県有施設 22 施設   (別紙 3) 

3. 業務概要 

(１)LED 照明導入に係る現地調査業務 

(２)LED 照明導入に係る作業計画作成業務 

(３)LED 照明器具・ランプの調達、設置業務 

(４)既存照明器具等の撤去、運搬・廃棄業務 

(５)LED 化による省エネ効果試算 

(６)その他上記に関連する事項 

4. 履行期間 

契約候補者決定日から令和 8 年 3 月 31 日まで 

5. 見積限度額 

(１)その１：305,690,000 円（税込） 
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(２)その２：306,900,000 円（税込） 

(３)その 3：333,080,000 円（税込） 

※この価格は予定価格を示すものではなく、事業内容の規模を示すものである。 

 

第２ 応募要件 

1. プロポーザル方式参加要件 

本プロポーザルに参加できる者は、以下のすべての要件を満たす者とする。 

(１) 応募者は、本事業を行う能力を有し、かつ、法人格を有する単体企業又はグループ

（それぞれが法人格を有する複数の企業の合同）で、沖縄県内に本店のある事業者

とする。 

(２) グループで応募する場合は、構成員のうち最大の履行能力を有し、かつ最大の出資

比率の者を代表者とし、契約を締結する。 

なお、各構成員は他のグループの構成員として本プロポーザルに参加することは

できないものとする。また、構成員の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情

が生じた場合であって県との協議により県が認めたときは、この限りではない。 

(３) 単体企業又は一つのグループが、業務その１、業務その２、業務その 3 のどちらに

も応募することは可とするが、プロポーザル審査の結果、一つの契約候補者となっ

た者は、他業務の契約候補者になることはできない。ただし業務その１～３におい

て、他に契約候補者となる者がいない業務があった場合は、当該業務に応募した者

の中で、第 4 の審査により契約候補者とする。 

 また、二つ以上の業務に応募する場合は、どの業務の契約候補者となることを希

望するか、予め参加意思表明書（様式２）により意思表示をすること。二つ以上の

契約候補者となることを辞退する場合は、プレゼンテーション実施日の翌日までに

第 9 に記載している事務局まで書面にて申し出ること。（取抜け規定）。 

(４) グループで応募する場合は、各構成員で協定等を締結すること。 

(５) 単体企業又はグループの代表構成員は、過去５年間（令和２年４月１日から令和７

年 3 月 31 日までの期間）に、国又は地方公共団体と LED 更新業務の契約実績（期

間内に LED 照明の設置が完了しているもの）があること。 

(６) 単体企業又はグループにおいて施工を担う構成員のうち１者は、沖縄県建設工事入

札参加資格者名簿において電気工事業に登録されていること。 

(７) 本業務に係る適正な業務責任者を配置できること。 

(８) 仕様書等の内容を熟知し、業務内容等を十分に理解した上でプロポーザル方式に参

加できること。 
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2. 応募者の制限 

応募者又は応募者の構成員は、次のいずれにも該当しない者であること。 

(１) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４第１項の規定する者。 

(２) 本募集要項の配布日から企画提案書提出までの期間に、沖縄県における工事等請負

契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている者。 

(３) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立てがなされている者。た

だし、更生手続開始の決定又は再生計画認可の決定が参加申込期日以前になされて

いる場合はこの限りではない。 

(４) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第３条

又は第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を役

員、代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人としている者。 

(５) 破産者で復権を得ない者。 

(６) 公告日において納期限が到来している県税、消費税及び地方消費税を参加申請書等

の受付終了日の前日までに完納していない者。 

 

第３ 参加手続き 

1. 仕様書等のダウンロード 

(１)期間 令和７年７月 22 日（金)からダウンロード可能 

(２)方法 上記期間内に沖縄県ホームページより仕様書等のファイルをダウンロードし

てください。 

2. 図面データの貸与 

希望する者は、下記のとおり図面データを貸与します。貸与を受ける場合は、事前に

本要綱第９記載の事務局に電話連絡し、受取日時を調整のうえ来課すること。 

貸与する図面データは、本業務についてのみ使用できるものとし、その他のことに使

用することはできない。また、プロポーザル終了後返却すること。 

(１)配布期間 公告日から令和７年 8 月 4 日（月）まで 

(２) 配布方法 本要綱第９事務局にて CD-ROM にて貸与 （ただし、施設によっては

照明の平面図がないこともある） 

(３)返却期日 令和 7 年 8 月 26 日（火）まで 

配布時及び返却時は、来庁日時、会社名及び来庁者名を受付表に記入すること。ま

た、配布時は、図面データ使用に関する誓約書を記入すること。 
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3. 仕様書等に対する質問及び回答 

(１)提出期限 

公告日から令和 7 年７月 29 日(火)午後 5 時 15 分まで 

(２)提出先 

事務局あて電子メールで送付 

メール送付後は、電話連絡により到着確認を必ず行うこと。 

(３)回答日時・方法 

令和 7 年７月 31 日(木)（予定）から沖縄県ホームページにおいて公表する。 

(４)提出種類 

  質問書 【様式１】 

4. 参加意思表明書の提出 

(１)受付期間 

公告日から令和 7 年 8 月 4 日（月）までの午前 8 時半から午後 5 時１5 分まで

（正午から午後１時までを除く） 

(２)提出先 

事務局 

(３)提出方法 

持参による 

(４)提出書類 

以下を紙及び PDF 一式データにて各１部提出すること。なお、沖縄県入札参加名

簿に登録のある応募者又は構成員は、期限が有効な沖縄県入札参加適格合格通知書

を添付することで、オからキについて省略することができる。 

ア  参加意思表明書 【様式２】 

イ グループ構成表 【様式３】 

応募者の構成員のすべてを明らかにし、各々の役割分担（事業、施工、調査・設

計、その他の役割）を明確にすること。 

ウ グループの結成に係る合意書等の写し（グループによる応募者に限る、任意様

式) 

※全構成員が本県に対し連帯責務を負う旨を示す条項が必ず記載されていること 

エ 会社概要 【様式４】 

オ 履歴事項全部証明書の写し（最新の登録事項を確認できるもの） 

カ 財務諸表の写し（直近２年分） 

キ 県税及び地方消費税を滞納していないことが確認できる書類（いずれも発行後、
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３カ月以内のもの） 

※都道府県が発行する都道府県税に未納がないことの証明書 

※税務署が発行する消費税及び地方消費税に未納税額がないことの証明書 

ク 委任状 【様式５】 

ケ 誓約書 【様式６】 

コ 業務実績調書 【様式７】 

本要綱第２,１(５)の要件を満たすことを確認するため、契約書及び仕様書の写

しを１業務分以上添付すること。 

サ 別表１評価項目「人材育成等について」に示す本県の各種認証を受けている応

募者又は構成員は、認定証の写し 

シ  労働保険に加入していることが確認できる書類（加入義務がない場合を除く） 

 ※申請日直近の労働保険料の納入が済んだことがわかる書類の写し 

ス  健康保険・厚生年金保険に加入していることが確認できる資料（加入義務が無い

場合を除く） 

 ※申請日直近の厚生年金・健康保険料の納入が済んだことがわかる書類の写し 

セ  社会保険に加入義務がないことについての申出書（加入義務がない場合） 

【様式８】 

ソ 申請受理票 【様式９】 

(５)参加資格通知 

参加資格の確認後、参加資格の有無について令和 7 年８月 6 日（水）までに通

知する。 

なお、各業務 5 者以上の応募があった場合は、事務局において、別表１の審査基

準に基づき審査を行い、プレゼンテーション審査を行う 4 社を選定する。 

審査結果についての異義申立て並びに問い合わせには一切応じない。 

5. 事業提案書等の提出 

参加資格の決定がなされた応募者は、次に掲げる事項に基づき必要書類を提出するこ

と。 

(１)受付期間 

令和 7 年８月 7 日（木）から令和 7 年８月 18 日（月）までの（土・日・祝日を除

く）午前 8 時 30 分から午後５時 15 分まで（正午から午後 1 時までを除く） 

(２)提出先 

事務局 

(３)提出方法 
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持参による 

(４)提案数 

１業務に対して、１者１提案とする。 

(５)提出書類 

次に掲げる書類（紙 6 部、PDF 一式データ 1 部）を提出すること。 

ア 業務提案書（任意様式） 

下記（６）の作成要領を踏まえ、評価項目に応じた業務提案書を作成するこ

と。 

イ 業務実績調書 【様式 10】 

過去５年間（令和 2 年４月１日から令和 7 年３月 31 日までの期間）に国又は

地方公共団体と締結したＬＥＤ更新業務契約の実績（期間内にＬＥＤ照明設置が

完了しているもの）について、発注者、実施年度、実施内容等を記載すること。 

ウ 業務スケジュール（任意様式） 

現場調査業務を含め、業務スケジュール案を記載すること。 

エ 参考見積書【様式 11】 

業務提案時における業務負担を軽減するため、現場調査費及び業務提案時見積

対象施設において業務を実施するために必要な費用について見積ること。見積金

額の合計金額の端数処理は行わないこと。見積条件は下記のとおりとし、見積る

こと。 

① 現場調査費：全ての施設 

② 業務提案時見積対象施設 

業務その１：総合福祉センター東棟、農業研究センタ― 本館 

業務その２：埋蔵文化センター、沖縄県公文書館 

業務その 3：工業技術センター（研究棟）、北部保健・福祉合同庁舎 

③ アスベストについては、含有されていないものとする。ただし、提案する

LED 化作業が、大気汚染防止法に基づく事前調査が必要な解体等工事に該

当する場合は、その照明箇所数を明らかにすること（様式 11-2-3）。た

だし、公共型番又は埋込寸法が無い場合は、個所数を把握しないものとす

る。 

④ 離島への旅費、資材運搬費を含める。 

⑤ 諸経費を含める。 

オ 内訳書 【様式 11-1 、11-2-1】 

内訳書は、指定の様式を元に作成すること。②については施設ごと作成するこ
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と。また、内訳書の合計が、エ 参考見積書の金額と合致するように作成するこ

と。 

① 現場調査費【様式 11-2-2】 

②  交換作業内訳書（施設別）【様式 11-2-3】※業務提案時見積対象施設 

 

カ 電気・CO2 削減効果試算表【様式 12】 

業務提案時における業務負担を軽減するため、業務提案時対象施設において、

年間電気使用量の削減量及び CO2 排出削減量を試算すること。係数は以下を用い

ること。 

CO2 排出係数 : 0.710 kg-CO2/kWh 

キ 提案する主な光源（ランプ）又は照明器具のカタログ 

※管球交換を提案する場合は、JLMA301 に適合することを証明する資料 

（６）業務提案書の作成要項 

ア  業務提案書は、Ａ４縦サイズに横書きで記載し、印刷したものをフラットファイ

ル等に左綴じで提出すること。ただし、図表用については、必要に応じてＡ４判

横又はＡ３判横（折り込むようにすること）も可とする。 

イ  業務提案書は 20 ページ（表紙、目次を除く。両面印刷で 10 枚）を上限とし

て、簡潔かつ明瞭に記述すること。(Ａ３判横はＡ４判２ページ分の扱いとする) 

ウ 業務提案書に用いる文字サイズは、11 ポイント以上（図中の説明は 8 ポイント以

上）とすること。 

エ 専門用語や略語等には注釈を付すなど、一読して理解しやすいものとすること。 

オ 業務提案書には、別表１に掲げる評価基準及び仕様書を踏まえ、想定する実施内

容等を具体的に記載すること。 

 

第 4 契約候補者の選定 

1. 審査方法 

(１) 発注者はプロポーザルについて審査を行うための令和 7 年度沖縄県県有施設照明Ｌ

ＥＤ化業務に係るプロポーザル審査委員会（以下、「審査会」という）を置く。 

(２) 審査会は、応募者の提出書類、プレゼンテーション及び質疑応答に基づき審査を行

う。 

(３) 審査会は、各委員が、別表１に定める評価基準により総合的な評価を行い、委員の評

価合計点が高い順に、順位点（１位１０点、２位８点、３位５点、４位３点）を付す

ることとする。 
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各委員の順位点の合計点が最も高い応募者を契約候補者、次に高い者を次点候補者

として選定する。 

(４) 応募者が１者であった場合でも審査を行う。 

(５) 審査会委員の評価点数が平均６０点に満たない場合は失格とする。 

(６) 前５号に定めるもののほか、審査会の組織及び運営、審査要領に関し必要な事項は、

別に定める。 

2. プレゼンテーション及び質疑応答 

(１) 実施日 令和 7 年８月 26 日（火）とする。 

(２) 日時場所等の詳細については、別途連絡する。 

(３) 対面によるプレゼンテーションを原則とするが、ｗｅｂ会議システムを活用し、オ

ンラインでの実施を希望する場合は協議による。 

(４) 出席者は３名以内とし、業務責任者は必ず出席すること。 

(５) １業務提案 15 分以内のプレゼンテーション後、質疑応答(10 分程度)を行う。 

(６) 業務提案が複数者からあった場合は、業務提案書の受付順に実施する。 

(７) 業務提案書に記載している情報以外の情報を追加してはならない。 

(８) 業務提案書の内容に変更なければ、内容の抜粋等については問題ない。 

(９) 55 型ディスプレイ、HDMI ケーブルを利用することができる。 

3. 審査結果 

発注者は、前項の規定に基づく審査により決定した審査結果について、プレゼンテー

ション実施者全員に書面で通知するものとする。審査結果についての意義申立て並びに

問い合わせには一切応じない。 

 

第 5 現地調査 

1. 契約候補者は、契約締結前に、現地調査を行い、数量の確定及び施設の現状を考慮した

機器選定を実施する。 

2. 契約候補者は、現地調査の上、必要な仮設経費等を計上し、契約締結のための確定見積

を作成する。 

 

第 6 契約の締結 

1. 発注者は、本業務の契約候補者決定後、提出された業務提案書及びプレゼンテーション

での質疑応答内容を踏まえ、契約候補者から確定見積書を徴取し、仕様書及び契約金額

について契約候補者と詳細協議のうえ、見積上限額の範囲内で随意契約を締結する。 

2. 現地調査にあたっては、事前に別添協定書を締結するものとする。 
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3. 業務提案時に見積もった現場調査費、選定した主要な光源（ランプ）、照明器具につい

ては、現地調査後も見積単価の変更は原則認めない。また、諸経費率（様式 11－2－2

及び様式 11-2-3）についても、業務提案時の率とする。また、業務提案時に選定して

いない器具等の価格に関しては、別途協議によるものとする。 

4. 契約候補者と 1 項の協議が整わない場合には、契約までの費用は、契約候補者の負担と

する。 

5. 発注者は、4 項の場合、次点候補者と第 5 以降の手続きを行う。この場合、「契約候補

者」とあるのは、「次点候補者」と読み替える。 

6. 契約保証金 

契約保証金については、契約金額の 10 分の１以上を納付すること。ただし、沖縄県

財務規則第 101 条第２項に該当する場合は免除等を行う場合がある。 

7. 消費税の取扱い 

見積金額は、契約希望額の 110 分の 100 で記載すること。（税抜きで表示） 

契約締結に関しては、落札金額に 10％を加算した額で契約を行う。なお、１円未満の

端数は、この最終金額において切り捨てる。 

8. 支払条件 

(１) 前金払：契約金額の 30%以内 

(２) 部分払：「昭和 47 年 7 月 11 日 土総第 393 号通知」に基づく回数 

9. 契約形態 

委託業務契約とする。 

 

第７ リスク分担 

予想されるリスクの分担については、別表２のとおりとする。 

 

第８ その他 

プロポーザルへの参加に係る一切の経費は、応募者の負担とする。 

提出書類は返却しない。また、業務提案書に含まれる著作物の著作権は応募者に帰属

することとするが、発注者は、提案内容の審査等、本業務上必要な場合に限り、その写

しを使用できるものとする。 

提出書類の提出後の変更、差替え及び再提出は一切認めないものとする。 

  次のいずれかに該当する業務提案は失格とする。 

1. 本業務の仕様を満たさない提案 

2. 参加意思表明書の誓約事項に虚偽があった者による提案 
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3. 業務提案書に虚偽の記載をした提案 

4. 記入又は押印漏れ、誤字又は脱字等により意思表示が不明瞭な提案 

5. 訂正した箇所に訂正印の無い提案 

6. 1 つの業務に対して２以上の業務提案書によりなされた提案 

7. 不当な手段を用いて本事業等を誹謗し、又は事業の公正な進行を妨げる者若しくは妨

げた者による提案。 

8. 業務提案書にない情報を追加してプレゼンテーションを行った場合。 

 

第９ 事務局 

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２ 沖縄県本庁舎５階 

沖縄県総務部管財課庁舎マネジメント班 LED 担当 

   TEL : 098-866-2106   FAX : 098-866-0246 

Mail ：  aa008001@pref.okinawa.lg.jp 

 

第 10 事業スケジュール 

     別表３による。 



別表１ 評価基準及び配点表

評価基準 評価 点数 配点

➤ 発注者の計画通りに業務実行が可能な体制を構
築できているか。
➤ 役割分担の明確化が図られているか。

良い
普通

良くない

5点
3点
1点

5

➤施工期間の短縮が図られているか。
（相対的に優れているか。）

良い
普通

良くない

5点
3点
1点

5

➤ 類似業務における実績があるか。
（相対的に優れているか。）

良い
普通

良くない

5点
3点
1点

5

若手・女性技術者の担当技術者等への配置の有無
（相対的に優れているか）

良い
普通

良くない

5点
3点
1点

5

➤ 沖縄県の実施する下記の認定・認証制度等のい
ずれかを取得している。
・沖縄県人材育成企業認証制度
・沖縄県ワークライフバランス認証制度
・沖縄県所得向上応援企業認証制度

3個以上
1∼２個

０個

5点
3点
1点

5

➤ 施設の業務を考慮した施工計画・具体的な工程
を明確にしたスケジュールが構築できているか。

良い
やや良い

普通
やや良くない

良くない

10点
8点
6点
4点
2点

10

➤ 施工管理・品質管理について工夫があるか。
良い
普通

良くない

5点
3点
1点

5

➤ 規格・品質が信頼に足りる製品であるか。
➤更なる保証期間があるか。

良い
やや良い

普通
やや良くない

良くない

10点
8点
6点
4点
2点

10

➤保証期間内の不点灯、不具合発生時に迅速な対
応（交換、修補）ができる体制の構築ができてい
るか。

良い
やや良い

普通
やや良くない

良くない

10点
8点
6点
4点
2点

10

省エネ効果
➤ 電気使用量の削減率が大きいか
➤ 更なる省エネ効果が期待できる独自提案がある
か。（調光制御、人感センサーなど）

良い
やや良い

普通
やや良くない

良くない

15点
12点
9点
6点
3点

15

価格評価点
（配点25

点）
見積額

➤ 提案内容に対して適正に見積もられているか。
➤ コスト縮減が図られているか。

特に良い
良い

やや良い
普通

やや良くない
良くない

25点
21点
18点
15点
9点
3点

25

評価点合計 100

評価項目

提案評価点
（配点75
点）

業務実施体制に
ついて

人材育成等につ
いて

施工体制につい
て

LED照明資材に
ついて



別表２　リスク分担表

発注者 事業者

募集要項の誤り 募集要項の記載事項に重大な誤り 〇

事業提案の誤り 事業の提案が達成できない場合 〇

第三者賠償 調査工事による騒音・振動による場合 〇

安全性の確保 工事における安全性の確保 〇

環境の保全 工事における環境の確保 〇

制度の変更 法令・許認可の変更 〇 〇

発注者の指示 〇

設備導入に必要な許認可等の遅延によるもの 〇

事業者の事業放棄、破綻によるもの 〇

不可抗力 天災等による設計変更・中止・遅延（詳細は契約書による） 〇 〇

物価 急激なインフレ・デフレ（設計費に影響のあるもの） 〇 〇

発注者の指示・判断によるもの 〇

事業者の指示・判断によるもの 〇

第三者賠償 工事における第三者への損害賠償責務 〇

不可抗力 天災等による設計変更・中止・遅延（詳細は契約書による） 〇 〇

物価 急激なインフレ・デフレ（施工費に影響のあるもの） 〇 〇

用地の確保 資材置き場の確保 〇

施
工
段
階

負担

設計変更

事業の中止・延期

共
通

調
査
設
計
段
階

リスクの種類 リスクの内容



発注者の指示・判断によるもの 〇

事業者の指示・判断によるもの 〇

発注者の責により工事遅延・未完工による引き渡し遅延 〇

事業者の責により工事遅延・未完工による引き渡し遅延 〇

発注者の指示・承認による工事費の増大 〇

事業者の指示・判断によるもの 〇

性能 要求仕様の不適合 〇

引き渡し前に工事目的物等に関して生じた損害 〇

引き渡し前に工事に起因して施設に生じた損害 〇

発注者の責によるもの 〇

天災等によるもの 〇

メーカー保証期間中おける製品の不具合によるもの 〇

設置器具本体に起因する第三者への損害賠償（PL法） 〇

既存器具改造に起因する第三者への損害賠償 〇

本設備の損傷・不具合

保
証
段
階

施
工
段
階

一般的改善

工事費増大

設計変更

工事遅延・完成



別表３　全体スケジュール

　本事業は次の日程で行う。ただし変更となる場合がある。
　事業者の提案により、９以降のスケジュールが前倒しとなることは構わない。

項目

1 公告 令和7年7月22日 (火)

2 質疑受付期限 令和7年7月29日 (火)

3 質疑への回答（予定） 令和7年7月31日 (木)

4 参加意思表明書提出期限 令和7年8月4日 (月)

5 参加資格通知 令和7年8月6日 (水)

6 業務提案書提出期限 令和7年8月18日 (月)

7 プロポーザル審査会 令和7年8月26日 (火)

8 契約候補者の決定 令和7年8月28日 (木)

9 協定書の締結 令和7年8月29日 (金)

10 現場詳細調査 令和7年10月上旬まで

11 詳細協議 令和7年10月中旬まで

12 契約締結 令和7年10月下旬まで

13 LED設備設置 令和8年3月23日（月）まで

14 業務完了 令和8年3月31日（火）まで

日程


